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結論
第 2 節 中小企業経営者と「参加」問題
労働者の経営参加問題は中小企業にも独特な形でしかも極めて切迫した問題となってい
る附。これと関連して，現代の日本には，なによりもまず，いわゆる経済の「二重構造J，すな
わち(普通なんらかの独占グループに属する)大企業とともに，相対的に労働生産性の低い多
数の中小企義が存在すること，が特徴的である，と指摘しなければならないであろう。 1979年
には，それら中小企業がこの国の法人企業の99.5%を占め，労働者の71.7%がそこで働いてい
た。中小企業が工業生産物の約半分を生産している。この部門の平均労働生産性は， 1977年に
は，大企業の労働生産性の41. 2%にすぎなかった。日本経済の「二重構造」の近代化過程が今
日強力に押しすすめられてきている(つまり中小企業が大企業の勢力圏のなかにはいりそこで
(49) 普通日本では，中小企業に，従業員 5~299人の企業がはいる。
(50) White paper on small and Medium Enterprises 1980, Tokyo, 1980, p. 8, 19. 
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労働生産性が向上してきている(叫)なかで，中小企業はGNP のかなりの部分を生産し続け，
この国の経済生活において非常に重要な役割を果たし続けているのだ。
「参加」問題に対する中小企業経営者の立場は(現代の独占資本主義のもとでの彼らの二重
的立場から生じた)多数の特質をもっている。一面では，中小企業経営者は資本の所有主であ
り労働者階級を搾取している。だが他面で，彼らは，一連の金銭的および技術経済的テコを媒
介として，大資本(とりわけ独占資本)から(中小企業が生みだした剰余価値が独占資本に都
合の良いように再配分される形で)搾取されている(問。小企業経営者の(このような)従属的
状態が現代の(資本主義的な社会経済的構成体の)発達段階に対する彼らの批判的態度を規定
している。
中小企業の経営には，労使関係システム上の一連の特殊的な特色(なによりもまず，より高
度なパートナーシャフト)が特徴的である。これは，中小企業がかなり容易に組織されること，
現場にほとんど毎日オーナーが顔をだし，彼らが，経営者として，すべての(非常に細かい)
生産上の諸問題に口をだしていること，オーナーと従業員の生活水準の格差が小さいこと，採
用形態が特殊である(ほとんど縁故採用である)こと，に条件づけられている。そして，これ
らのほかに，この部門の企業で働いている労働者の賃金がかなり低いという事実を指摘してお
くことが必要で、ある。例えば， 1979年には，彼らの賃金は大企業の労働者の77.6%であっ
た(53)。
さらには，中小企業の経済状態は，大企業のそれと比べると，かなり不安定である。これは，
1970'"'-'79年の倒産の99.9%が中小企業に集中していたという事実によって証明される (54)。そし
て，このことはしばしば労使の利害の一致(，企業が生き残るならば，従業員も職場を失うこと
はないJ) が幻想であることにもつながっている。
そして最後に，この経済部門のプロレタリアートの組織水準も，大企業のそれと比べると，
かなり低い。例えば， 1979年には，従業員数 5 '"'-'299人の企業では全従業員の5.4%が組合員で
あったにすぎないが，従業員300人以上の企業ではその数字が64.7%であった{問。
これらの状況が中小企業経営者の「経営参加」への態度に本質的な影響を与えているのであ
り，これがために，この問題における彼らの立場を(独占資本の立場とは別に)考察しなけれ
ばならないのだ。
現在，中小企業では，「経営参加」が，大企業と比べると，かなり小さな規模で普及している
(51) これについては，イー・ツェリシチェフ「日本の加工業における生産の集中化と独占化」一一一く世界
経済と国際関係>， 1980年， No. 7 を参照。
(52) 大企業による中小企業搾取メカニズムについては，ウェ・ラムセス『戦後日本の中小企業~， 1965年を
参照せよ。
(53) 羽乃lite Paper on Small and Medium Enterprises, 1980, p. 16. 
(54) 1971~1980年の『日本統計年鑑』を参照のこと。
(55) w労働統計要覧~， 1979年， 10ページ， 209ページ。
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にすぎない。例えば，労使協議制は中小企業の69.2%において実施されているだけだが，大企
業では90%を越えている(問。それとともに，日本の研究者が指摘しているように，中小企業の
経営者たちは，現在，経営意思決定への労働者の参加という問題に注目せざるをえなくなって
きている(問。 1980年に東海銀行が実施した調査結果によれば，中小企業の経営者たちは，会社
の繁栄にとって人的要因が決定的なものである，と考えている。そして，回答者の22.9%が「経
営参加」実施を計画し， 16.6%が「所有参加」を計画していた(問。
中小企業は(独占資本のような)大規模な「参加」プログラムを提起していない。(従業員180
人資本金 1 億円の)中企業〈富士レジン工業〉の経営者松本広治は，その著『日本の経営参加
一一ある中小企業家の悲願』において，この企業グループの見解を(その内容は矛盾し折衷主
義的であり，また「エセ」革命的なフレーズにのせてあるいは自己弁護的に主張されているが)
最も完全に表現している。この書物は日本で有名で、あり中小企業経営者の問で、好評を博したた
プルジヨアジ」
めに，それを基礎として，日本の中小金業経営者の「経営参加」問題に対する態度を分析する
ことが可能である。
この書物は資本主義の欠陥の仮借なき暴露からはじまっている。すなわち，「いまの日本の『民
主主義』はエゴの民主主義であり，国民を分裂させる民主主義である…。…いま経済は資本が
支配している側J，と。しかし，このことから，著者(松本広治)が既存の制度の決定的破壊を
アピールしているとの結論を下すことは誤りである。彼の見解に従えば，強制的な革命の時代
は過去のものであり，改革について考えなければならないのだ。彼は，「ほんとうの自主管理民
主主義」の実現をめざす具体的方策として，「経営参加」を提案している。同時に彼は現在大企
業でおこなわれている「参加」に非常に批判的であり，現在の経営参加は労使の妥協の産物で
あり，労働者をゴマ化すものであることが多い，と主張している(刷。これには同意できる。あ
との行論にて示すように，資本主義的「参加」実践は単に経営管理領域における労働者の権利
の拡大を前提にしていないだけではなしその権利への(潜在的な)攻撃なのである。
この書では，労働者の経営「参加」推進の見通しに対する中小企業経営者の評価が，特に，
力説されている。彼の見解に従えば， (急速に変化している)経済的諸条件がそれを至急に実現
することを要求している。彼は，これと関連して，「高度成長時代には，経済の成長とともに中
小企業も栄えた…。しかし，低成長は中小企業の競争をさらに激化した(6 1)… J，と書いている。
また松本広治は労働運動の状況を実体に即して評価し，「いまの時代において労働者の一方的犠
(56) w日本の労使協議制。その実態と課題~， 49ページ。
(57) I 日本労働協会雑誌J ， 1977年， 19巻 2 号 (215) , 3 ページ。
(58) w中堅中小企業。経営者の悩みとこれからの経営~， 1980年， 1 ページ， 16ページ。
(59) 松本広治『日本の経営参加一一ある中小企業家の悲願~， 1976年， 8 ページ。
(60) 同上， 124ページ。
(61) 向上， 72~73ページ。
(62) 同上， 185ページ。
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牲において企業を守るということはできない(62)J，と考えている。従って，彼は，中小企業にお
ける「経営参加」推進の基本的目的として，一面では，この部門で働く労働者の状態の改善を，
他面では，中小企業経営者の状態の改善を，宣言しているのであり，これらの目的は中小企業
の安定性の向上によって達成されなければならない，とされている。彼は，それらの目的はお
互いに矛盾するものではなく，一方が他方をもたらす，と理解している。彼によれば，労働者
は，経営参加を通して，中小企業経営者との聞に統一のみちを見出すことができるのであ
アウトサイダ」
る (6九かくして，松本広治は(いままで陽の目をあびてこなかった)中小企業の特殊性を前面
に押しだして，経営参加は社会的不公正の是正へとつながる，とアピールしているのだ。
このような「経営参加」は中小企業経営者イデオローグにおいてどのように理解されている
のか?なによりもまず，彼は，「ほんとうの経営参加は，参加を通して，労働者の自発的協力，
自発的創意，自己規制をもとめるもの」である，と主張している。彼は続けて「企業の主人公
はわれらであるという自覚と責任を持たせるものでなければならない。そうした自覚と責任と
協力を求めるためにこそ，労働者を経営権力のなかに入れる」必要があるのだ側、と述べてい
る。更に彼は，「経営の最高意思決定に労働者を参加させること，それが狭義の経営参加であ
る。それを労務管理の 1 手段と考えるのではなく……企業を労働者のものとする方向への模索
でなければならない」と，言及している。松本広治の見解によれば，この目的の実現が中小企
業に永遠の生命を保証するのである{問。したがって，彼は，労働者が自己の利益と雇主の利益
の「共通'性」という考え方に徹し，そのすべての力を「我」社の繁栄という課題の解決に捧げ，
それが実際には誰の所有であるのかということは考えないようにせよと，労働者にアピールし
ているのだ。
同時に，松本広治は，「参加」制度のこのような発達が労働運動を破壊するものではない，と
一方的に主張している。彼は， (強力な経営者と強力な労働組合の協力のもとでおこなわれる)
新しい経営が必要である，と書いている (66)。具体的な「参加」形態として，彼は(経営者と労
働者が「共存共栄」という課題を協力して解決するようになる)労使協議制の推進を押し通し
ている。それとともに，この書では，労働組合は経営責任を分担しなければならない，と，
再々，強調されている。(労働組合の経営「参加」を宣言する)松本広治は，このように，労働
組合が改良主義的路線へと転換し会社の繁栄について配慮することが，その必要条件である，
と考えている。強力な労働組合は，彼の理解では，労働者を服従させ， (r共存共栄」をめざす)
経営側と組合指導部の「共同」方針に多少なりとも不満を表明しないようにしなければならな
いのだ。
(63) 松本広治『日本の経営参加 ある中小企業家の悲願~， 1976年， 74ページ。
(64) 同上， 3 ページ。
(65) 同上， 12ページ。
(66) 向上， 74ページ。
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松本広治の見解に従えば，中小企業に「参加」制度を導入する場合にはその初めの段階に大
トラブル
きな問題が生じる。そのために，「平隠な推進」時期が一定期間必要となる。このような時期の
可能性は(すなわち，その時期がどれほど続くかは一一一訳者)，一面では，国の全般的な経済景
気とフ、ルジョア国家や独占資本の政策に依存し，他面では，その企業で働く労働者の立場に依
存する。前者の現象は中小企業のほとんど統制不可能な領域にはいるために，過渡期には，彼
が指摘しているように，労使の統一と犠牲的精神が必要になってくる (67)。従って，彼の「参加」
モデルでは，労働者は，そのはじめから，「協力」という名で「犠牲」とならなければならな
しユ。
松本広治はヨリ高次な経済レベルの「参加」についても思いめぐらしている。彼は， I経営参
加は企業内部だけで終わってはならない。…業界レベルの参加，国のレベルの参加がもっとも
重要である J (刷，と強調している。しかし彼はこのような制度が近い将来具体化されるとはみ
ていない。なぜならば，保守も革新もこのレベルの参加を考えていないからである (6的。松本広
治は， (このような傾向を克服するためには)すべての政治勢力がこの問題に柔軟にアプローチ
し自己の立場を検討し直すことが必要である，と訴えている。だが彼は高次の経済レベルの「参
加」機関の形態やその、活動方法について具体的な勧告を提起しているのではなく，「国民の全般
的利益を考慮することが必要である」との一般的命題を提起しているにすぎない。
(松本広治がその著作で提起した)提案の実現は，そこで主張されているように，「福祉社会」
の確立へとつながらなければならないものである。彼は，「福祉社会とは経営参加の経済であ
る J，と主張している (70)。これが中小企業経営者のイデオローグの論理的結論である。しかし，
この(ある場合には極めて進歩的に映る)スローガンの背後には，なにが隠されているのであ
ろうか?
なによりもまず，松本広治は中小企業の可能性を極めて現実的に評価しており，独占資本の
アウトサイダー
廃止を主張しているわけではない。彼は(いままで陽のあたらなかった)中小企業の効率向上
の(そして国家独占資本主義条件下における中小企業経営の安定化の)新しい途の探究に努力
しているのだ。彼は，中小企業がいままで味わってきた困難を強調して，それを(労働者の犠
牲によって)解決しようとしている。彼は，中小企業の労働者はよい時は喜びを共にし，わる
い時は苦しみを分かちあわねばならなし、と述べている。従って，松本広治は， (中小企業の存
続という目的のために)労働者が意識的に権利を放棄すること，ヨリ強力な搾取，を要求して
いる。中小企業が(労働生産性と生産効率の点で)大企業に後れをとっている現状を，彼は(独
(67) 松本広治『日本の経営参加 ある中小企業家の悲願~， 1976年， 14ページ。
(68) 向上， 192ページ。
(69) 同上， 192ページ。
(70) 同上， 72ページ。
(71) 同上， 13ページ。
門i? ?
宮坂純一
占資本の影響下にはいることではなく)自分自身の内的な手段によって克服しようと試みてい
るのである。彼が，大企業と中小企業の経済関連のータイプとしての， (単に商取引をベースと
した)注文者と納入者の関係を意味するだけではなく，生産技術・金融・経済およびその他の
多様な関係を含む，系列化，に激しく反対するのはこのためである。これは中小企業を大企業
のレベルへ技術経済的に「引き上げる」極めて有効な手段であるが，それとともに中小企業は
同時にその独立性を失わざるをえない。
(中小企業の経営者を含めた)資本家にとって，生産効率向上の主要指標は利潤率である。
それ故に，効率の向上とは，彼の理解でも，利潤率の上昇すなわちプロレタリアートの搾取の
強化である。小企業は(物的手段も技術手段も制限されているために)生産の物的要因だけで
はなく人的要因にも(否むしろ人的要因に)多大な注意を払わなければならなしユ。労働者が(松
本広治が宣伝しているような姿で) r参加」イデオロギーを受け入れることは，不可避的に，彼
らが資本主義的生産「合理化」を促進し，雇主の利益を自己の利益よりも優先させるというこ
とになる。それ故に，「企業の存続は雇用の確保である」というスローガンはあきらかに偽りで
ある。なぜならば，企業の利益は，実際には，労働者の一定数の解雇，賃金カット，労働時間
の延長，等々を要求するからである。かくして，「労使の共存共栄」とは(大資本から相対的に
独立しながら)中小企業経営の危機を克服しようとする試みである。この課題解決の唯一の途
が中小企業で働く労働者の生活水準と権利への攻撃なのである。
さらに，松本広治は(口先では現代の資本主義経営制度を批判しているが)実際にはあきら
かにその制度の信捧者である。彼は，「参加」制度の推進は資本主義でも社会主義でもない社会
をもたらす，と主張し，根本的な問題(すなわち，生産手段の所有についての問題)を避け，
この所有の管理をとりあげている。彼は「労働者が自己を企業の主人公と感じる」ようになる
ことを要請しているが，彼らがそのような「感情」から一歩前進して真の所有主となることを
望んでいるわけではない。私的所有制度は，彼のモデルでも，依然として聖域なのである。
そして最後に，松本広治が潜在的には労働運動をつぶそうとしていることを指摘しなければ
ならない。彼には，搾取階級の代表と同じように，経営者の利益をまもり労働者を服従させる
ような組合が必要なのである。このような条件のもとでのみ，彼は「労働者代表」を経営意思
決定過程へ引き入れる準備をするのだ。
かくして，松本広治の考え方には，プロレタリアートの真の利益と共通するものはなんら存
在しない。ブルジョア研究者(専修大学教授中村秀一郎)でさえもこのことを認めざるさえな
かった。彼は，松本広治の著書やその他の中小企業の代表者の見解の分析を基礎にして，つぎ
のような結論を与えている(問。このような「参加」は労働者の権利の拡大でもないし資本主義
の否定でもないし社会主義への途でもない，と。また， (プロレタリアートの搾取強化を媒介と
した)中小企業の経営安定は単に「資本主義の否定ではなしユ」だけではなく， (労働運動を資本
(72) I 日本労働協会雑誌J ， 1977年， 19巻， 2 号 (215) ， 9 ページ。
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主義体制へと「統合」することによって)資本主義を積極的に支えることである，とつけ加え
ることも必要である。
松本広治が提起した進歩的スローガンに関して言えば，それらは労働者階級に(彼らが生産
や社会の管理に関与しているという「意識」以外には)いかなる現実的利益ももたらさないの
である。プロレタリアートがこのような「参加」に同意できるであろうか?この小ブ浄ルジョア
的空想主義的「福祉社会」論が実現されえないという点にはいささかの疑問もない。
第 3 節社会改良主義型「参加」
日本の労働運動の社会改良主義的潮流は，民社党，この国の労働組合の中央組織の一方の雄
である(民社党を支持する)同盟，そして社民連，である。右派改良主義的立場にたつ研究組
織には，現代総研，新しい日本を考える会，がはいる。
民社党は; 1960年に，日本社会党の右派社会民主主義者グループによって組織された。同年
の結党大会で採択された党綱領によれば，「民主社会主義的なJ I福祉国家」の建設が党の主要
な目的である (7九
労働者の経営「参加」が民主社会主義の要素の 1 つとして宣言されている。しかし，綱領で
は，この命題が極めてあいまいに解釈されている。そこではつぎのように言われている。「労働
者の創意を集団的に産業経営に反映させるような方法がとられなければならない。……消費者
の利害が無視されないように，…産業経営への監視と発言を強化しなければならない仰い
民社党は，その結党の時から，社会主義インターナショナルの強力な影響下にある。周知の
ごとしその活動の最も主要な理論的前提は「産業民主主義」の実現である。民社党の綱領に
はこの術語がみられないが，それは， 1960年に(綱領の基本的命題を発展させて)発表された
『…民社党計画』では，姿をみせている。ここでは，労使協議制が産業民主主義実現の主要な
手段として位置づけられている。階級的対立の緩和を目的とした生産性「向上」が，党理論家
によれば，この制度の基本的な活動方向とならなければならなしが問。
産業民主主義論は民社党イデオローグの一連の仕事でも展開されてきた。特に，関嘉彦と和
田春生はその著『産業民主主義入門』で次のように述べている。「資本主義の企業のなかでは労
働者は，…どんな仕事をするかについて何の決定権も発言権ももたない…。こういう状態から
労働者を救うためには，労使協議制度などをもうけて，企業のなかで，どんな仕事をするか，
人事をどう決めるか，などについて経営者と労働者の代表とが話し合って決定するようにする
ことが必要である。こうすることが産業や企業のなかに民主主義を実現することになるのであ
(73) w民社党綱領~， 1975年， 11ページ。民主社会主義論については，『民主社会主義とはなにか? ~， 
1979年参照。
(74) w民社党綱領~， 23ページ。
(75) I社会新報J ， 1960年， 2 月 1 日。
(76) w民社党。その理論と行動~， 1976年， 197ページ。
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る(76)0 J 
民主党は，その結党の当初から，階級協力の立場にたって「経営参加」問題にアプローチし
ている。党の活動を解説したある出版物では，労使協議制と団体交渉が労働者の利益を守ると
同時に労働モラールを高めることを可能にする，と強調されている (7九従って，労働の利益と
資本の利益の結合が「参加」問題に関する民社党理論家の出発点である。
あとの章で述べるように，労使協議機関は日本の圧倒的大多数の企業ですでに20年以上にも
わたって機能してきた。また，経営代表と労組代表の「共同」決定という特殊な道具も作成さ
れ適用されている。だがこの過程に対する後者の影響は微々たるものとなっているのであり，
まさしくこのような状況が(経営事項への影響を強めようと望む)改良主義者に一定の不満を
引きおこしているのだ。日本の民主社会主義理論家たちは，この国では，産業民主主義が(協
議制度が幅広く普及しているにもかかわらず)いまだに実現されていない，という点で，一致
している。これと関連して，彼らは自分自身の「経営参加」モデルを作成し提案しているので
ある。
民主党は1960年代の終りにはじめて「参加」問題に関する自己の立場を極めて明確に具体化
した。 1969年に開催された第12回大会の議事日程の大部分は「経営参加」草案の審議に費やさ
れた。そして討論の結果，つぎのような「参加」プログラムが採択された。なによりもまず，
これはいわゆる「経営への労働者の組織的参加」を含んでいる。このような「参加」は(双方
が等しい権利をもっ)労使協議制を媒介として実現すべきである，と提案されている。と同時
に，プログラムでは「産業部門レベルの経済政策の策定への労働組合の参加」が触れられてい
る。また，そのプログラムには，「国民経済レベルの経済政策を作成する政府機関に労働者組織
を参加」させるべきである，との見解も述べられている。しかし，これらの(相対的に進歩的
な)提案でさえも妥協主義的な性格をもつものなのである。なぜならば，その作成者の見解に
従えば，このような方途は「労使協力関係の発達を促進しなければならない」からである(明。
これと関連して，そのような「経営参加」プログラムが採択された時の諸条件に眼を向けて
みよう。 1960年代の終り頃，日米「安全保障」条約に反対する統一戦線を築くことが日本の全
野党の活動の中心問題であった。民社党は(上述のプログラムにおいてこの条約に反対してい
るにもかかわらず)実際には野党勢力を分裂させ，事実上自民党の利益になるように行動した。
従って(当然なこととして)つぎのような問題が発生する。「経営参加」命題の相対的に進歩的
な解釈は，実際には，民社党を支持する幅広い社会層の眼からこの時期の主要な問題をそらせ
るための手段ではなかったのか?と。
日本の野党勢力が(左派勢力や中道勢力から成る)連合政権樹立の(自民党が選挙で敗北し
た時の)可能性の問題を幅広く審議した1972-----74年に，民社党は(革新連合政権の構想を示し
(77) w民社党。その理論と行動~ 1976年， 64ページ。
(78) 向上， 238ページ。
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た) Iiプログラム』を提起した。そこでは，特に，「参加」問題に大きな意義が与えられていた。
その草案には，国民経済レベルの経済計画の実現をめざして(同数の産業・労働者・消費者代
表，専門家そして普通の市民から成る) I中央計画審議会」の創設がおりこまれている。「社会
化された」企業の発達プログラムを作成し内閣に提出することがその審議会の役目である。し
かし，「社会化」とは，国有化あるいは大企業の(たとえその一部分であろうとも)国家の所有
への移行ではなく，一連の独占体の活動に対する国家の統制の強化が意味されているにすぎな
しユ。
またさらに，草案には，経営代表，労組代表そして(企業が立地している地域の)住民代表
をメンバーとした「経営委員会」をそれぞれの「社会化」された企業において設置すべきであ
る，とされている。この委員会は，多角化，環境保護，人事事項の具体的問題を，検討しなけ
ればならない。だがそれと同時に，草案作成者によれば，委員会にキャスティングボード権を
与えてはならないのであり，その活動は会社の重役会に勧告を提出することに限定されてい
る (79)。従って，この委員会はいかなる権限をも持っていないのだ。
民社党の「経営参加」案は，かくして，野党勢力が権力を握る可能性の途を狭めるという目
的を(独占資本のために)追求したのであった。自民党の支配という条件下では(提案された)
経営管理構想は極めて制限されたものであるとして片付けられるが，野党勢力が選挙で勝利を
おさめ連合政権を樹立した場合には，そのような立場は日本の労働者階級の利益を直接に裏切
ることになったであろう。ソビエトの研究者ゲー・ポドパロフ (r.TIo凪IIaJIOB) は(民社党が
提起した) I参加」機関の本質を極めて鮮明に特徴づけている。「このような機関の活動は労働
者のなかに経営参加の幻想を植えつけることを可能にするだけではなし独占体が権力への要
求を補強するためにそのようなルートを利用することも可能となる (80)J. と。
また，最近の党資料(すなわち. 1978年に作成された，『民社党の中期経済計画。日本経済の
新しい選択。インフレ失業のない福祉社会をめざしてJJ) でも，「参加」問題に大きな注目が払
われている。そこでは，「公開，参加そして責任」構想が提起されている。「我国に民主主義を
復活させるためには，社会生活のすべての領域において『参加』原則を普及させる以外に途は
ないJ. と主張されている。公開とは(政府機関に集中されている)情報を幅広く住民代表に公
開することであり，これによってこの国の経済的社会的発達プログラムの作成への参加が促進
されることになる。会社レベルでは，団体交渉と労使協議制の枠内で経営的問題や人事的問題
などを解決することが主張されている。と同時に，労働組合は(自らの責任を自覚して)経営
問題にアプローチしなければならないのであり，そうでなければ，「参加」は「エゴ的な要求」
となり，福祉社会の弱体化そして結局は社会の破壊へとつながるであろう，と主張されてい
(79) w連合政権と論争~， 1974年， 199ページ。
(80) ゲー・ポドパロワ『日本の社会民主主義。 1960~1980~ ， 1981年， 111ページ。
(81) w民社党の中期経済政策~， 1978年， 1 ~22ページ参照。
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る (81)。そして，このような「参加」形態が，産業部門レベルでも，想定されている。
民社党は，従って，労働組合に経営側と経営責任を分担しようと提案している。だが同時に，
民社党は独占体の経営政策に積極的に影響を及ぼす手段を労働組合に与えておらず，私的所有
制度を転履すべきではないと労働者に警告している。
かくして，民社党の(労働者の経営「参加」の必要性を宣言した)多数の計画は，実際には，
(この領域における労働者の裏の権利の拡大に関しては)極めて少数の勧告を含んでいるだけ
なのである。日本の社会改良主義者は，基本的な「参加」制度として，労使協議制を提案して
いるにすぎないのであり，然るべき機関が企業(や会社)における最高の経営環となり，部門
や国民経済レベルの意思決定をおこなうことが可能となり，これら機関において労働者の影響
力が十分に高まる，といったことは，要求していないのだ。従って，民社党は，「発言権」の強
化， (個々の企業や経済全体の経営問題を解決する場合の)幅広い人民大衆の審議権の実現，を
主張しているにすぎない。このような方策は「参加」幻想をつくりだすだけである。しかも，
社会民主主義者は，このような「参加」は労使協力の立場から実現されなければならない，と
強調している(これによってその本質は明白であり，「参加」の進歩的解釈が最終的に無に帰さ
しめられている。)この計画は単にプロレタリアートの政治闘争の破壊をめざしているだけでな
く，その経済闘争の熱を著しく下げることにもつながっている。
(民社党を支持する)革新右派の「同盟」も「経営参加」問題において同じような立場をと
っている。同盟の基本的な活動方向の 1 つが参加実現をめざした闘争である。同盟のある理論
家によれば，参加と協力が労使の共通の目的であり，参加制度の実現は労使協議と共同責任を
前提とするのであり，参加とは，産業民主主義の具体化，経営や経済政策への労働組合の統制
機能の強化，を意味する (8九従って，同盟は，「労使共通の利益」の存在という観点を堅持し
て，「参加」問題にアプローチしているのである。
同盟の結成宣言 (1964年)にも「経営参加」要求はみられる。そこでは，それが，非常に一
般的な形態で，経営管理過程への労働組合の影響領域を拡大しなければならないとして，公式
化されているにすぎない(83)。
同盟は， 1970年代の初め頃から，「参加」問題に，特に，注目しはじめた。丁度同じ時期，西
ドイツではドイツ労働総同盟が「対等参加」をめざす幅広い闘争を展開していた。同盟はドイ
ツ労働総同盟から(それと緊密な仲であったために)イデオロギー的にも理論的にも強力な影
響をうけた。 (1974年に公表された)同盟の計画資料『参加経済体制の実現のために』はドイツ
労働総同盟の「対等参加」実現プログラムと類似している。この資料で， (労組の)中央組織は
「参加」問題における自己の立場を詳細に説明している。
(82) I同盟J ， 1980年， NO.6 (263) , 61 ~62ページ。
(83) ~同盟はかく闘う。 1968年~， 1969年， 4 ページ参照。
(84) ~経営参加の論理と展望~， 312ページ。
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なによりもまず，同盟は，「経営参加」が経営側にとっても賃労働者にとっても有利である，
と述べる。先述の資料では，「参加は労働の利益にも資本の利益にもかなっている。資本は多額
の利潤を獲得するであろうし，労働者は労働過程に十分満足するであろう」と主張されてい
る(制。ここから，経営者と組合に組織された労働者がともに(すなわち，協力の立場から) r参
加」を推進すべきである，との結論がでてくる。
このレベルでの「参加」の基本的道具が，同盟の見解に従えば，労使協議制である。資料で
も認められているように，それは日本の大企業ではかなり幅広く普及してきたが，経営参加と
いう観点からは，いまだ十分に発達していない。〔それ故に， J それが「参加」機能を果たすよ
うに，つぎのような 3 つの発達方向が提起されている。共同協議委員会の会議の数を増やすこ
と，会長や社長をこれら委員会の活動に参加させること，いくつかの間題ごとに小委員会を設
置すること。だがこの場合，上記の機関にて考慮される問題の範囲の拡大についてはなにも述
べられていないのであり，未解決の問題はいかに解決されるべきなのか(すなわち，協議かあ
るいは「共同決定」か)，についても触れられていない。
同盟は，会社レベルの「参加」の別の方向として，団体交渉の推進をあげている。しかし，
この問題を扱っている単元では，団体交渉が改善されたとしても，労働者やその代表が統制で
きない経営意思決定領域が残る，と強調されている。団体交渉の改善計画には具体的なことは
なにひとつみいだせないのであり，労働者の利益を効果的に守るためにはこの制度は不充分で
ある， と指摘されているにすぎない。同盟は口先では団体交渉の改善を主張しているが，実際
には(それを犠牲にして)労使協議制の拡大をめざしている。
会社レベルの第 3 のそして最後の方向として「労働者重役制」が宣言されている。資料作成
者の正しい評価によれば，現行の商法や労働法のもとでは，労働者代表が取締役会や監査役会
の活動に(完全な資格を与えられた)メンバーとしてだけではなくオブザ、ーパーとしても参加
することが制約されている。同盟はこの「参加」形態の実現をめざす闘争をアピールし，取締
役会か監査役会のいずれかにあるいは両方に労働者代表を参加させるべきなのか，労使の代表
をいかなる比率でこれらの機関におくるべきなのか，といった問題を慎重に検討し， 3 カ年以
内に結論をだすように提案している (8九資料の作成者は，それまでに，商法を改正すべきであ
る，とアピールしている。
同盟は経済の低いレベルの「参加」にも多大な注目を払っている。そしてそのために，労使
協議制，職場懇談会および様々な形態の小集団活動，が宣言されている。例えば，「働く人々の
主体性や自主選択の領域を拡大することによって，人間的に仕事をし，人間的な職場にするこ
とも大きな目的である J，と主張されている。と同時に，同盟は，「『企業から権力を奪取して』
さらに，革命によって，体制を崩壊させることを目的」とした「職場闘争」ではなく，「労働環
(85) ~経営参加の論理と展望心 314ページ。
(86) 向上， 315ページ。
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境の人間化と仕事の満足を高める」ことを基本目的とした「職場レベルでの参加運動」の信捧
者である，と強調されている伽)。
産業別レベルの「参加」もかなり注目されている。資料では，特に，「民主主義的な」労働運
動の 1 つの目的は産業別政策審議への労働組合の「参加」であるが， (多数の部門でおこなわれ
ている)産業別労使協議機構はそのような政策へ労働組合が介入するための効果的機関になっ
ていない，と指摘されている。それ故に，同盟はこのレベルの「参加」として 2 つの方向を提
示している。産業別労使協議制度の推進と政府の産業別政策審議機関への参加。資料にて(現
在かなり普及している)産業レベルの団体交渉が指摘されていなしh という点が注目される。
そして最後に，同盟は，経済の民主化をめざした経営参加の柱は(経済政策や社会政策を作
成する)中央および地方の政府機関への労働者代表の参加である，と主張している。しかしこ
の命題の具体化という点では， (通常のブルジョア民主主義以外には)なにも述べられていな
い。同盟の見解に従えば，このレベルの「参加」は，労働者が選挙権や被選挙権を行使し，議
会や各種委員会，最高裁判所などに代表をおくるという形で参加すること，にあらわれること
になる。この(同盟の)資料の重要な特徴は，「社会契約J (すなわち，労働条件に関して政府
と労働組合が特殊な協定を結ぶこと)が要求されていることである。この要求の実現は，不可
避的に，一面では，労働組合運動のブルジョア国家への従属をもたらし，他面では， (Ii"社会契
約』の最重要なー構成部分である) r所得政策」を通して，労働者の経済的利益をたたくことに
つながざるをえない。
上述の同盟の資料では， (組合代表と経営者の協議によっておこなわれる)参加が主要な位置
を占めている。資料の作成者自身もこの事実を否定しておらず，彼らは，今日の「経営参加」
段階を，主として「協議」参加とみなしている。しかし将来的には，「協議参加」から「決定参
加」へと移行しなければならない。彼らによれば，「決定参加」とは「共同決定」あるいは「産
業民主主義」の最終的な実現である問。
同盟の「経営参加」論は書記長田中良一の論文「経営参加の前進のためにJ (1977年)によっ
てヨリ一層展開させられた。そこには，上述の資料で提起された若干の命題が具体化されてい
る。
例えば，国民経済レベルでは，労働組合代表を単に協議機関だけではなく政府の行政機関に
も参加させるべきだと提言されている。田中良ーが指摘しているように，この目的のためには，
既存の(労働者代表が参加している)政府協議機関に決定的な権限を付与することと同時に，
そのような機関の数の増加やそこに参加する労働側代表の人数の増員をもめざして闘わねばな
らないのである。
産業別レベルでは， (産業別経営者団体と労組の同数の代表が参加する) r産業労使会議」の
創設が勧告されている。この会議において，産業別経済政策，公害防止，雇用条件，安全技術
(87) Ii"経営参加の論理と展望.11 316~317ページ。
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の改善，の問題が，解決されなければならないのだ。その会議に絶対的な権限を与えることは
予定されていない。
田中良ーは，労使協議制を(両者の合意を必要とする問題の範囲を拡大することによって)
改善することが「経営参加」推進の主要な方向である，と考えている。これに続いて，この機
関を会社の(対等のもとで機能する)最高指導機関へと転化すること，そのことを法制化する
こと，が勧告されている。
最後に職場レベルに関して，田中良ーは(労働者が自分の労働から最大の心理的満足を得る
ことができるように)様々な労働組織形態をできるだけ積極的に導入するように提案してい
る (88)
。
かくして，同盟の「経営参加」推進計画には多くの進歩的な契機が含まれている。労使協議
制改善計画，商法や労働法の反動的な条文の改正や産業別協議会議への対等参加へのアピール
およびその他の若干の契機，のような命題が，特に，注目に値する。だがそれとともに，この
「参加」計画は，結局は，日本のプロレタリアートの根本的利益と対立しているのである。田
中良ーがはっきりと強調しているように，労使協力の立場から参加を実践することが必要視さ
れている(問。だが(このように，すなわち資本の利益をたえず忘れずに，行動する)労働組合
代表は， (同盟が提起した)相対的に進歩的な制度のもとにおいてさえも，経営政策に(労働者
階級の利益になるように)効果的に影響を与えることはできないのである。 (f階級的合意」の
立場にたつ)労働組合は経営意思決定領域に影響を及ぼす範聞を拡大できないのだ。そのよう
な組合は資本主義経営の反労働者的方策を承認する「権利」を獲得できるにすぎないのである。
さらに，同盟は「経営参加」とその他のプロレタリアートの経済闘争形態を，不当にも，はっ
きりと区別しているが，労働者の利益はそれらを密接に結びつけることが必要であることを示
している。(ストライキや春闘に支えられた) f参加」が(それから切離された)参加形態だけ
よりもはるかに効果的である，という点には疑問の余地がない。
同盟が (f参加」を宣言しているが)その実現をめざす闘争を組織していないこと，またそれ
と関連して同盟の「参加」モデ、ルが普及しなかったこと，を指摘することは重要である。これ
は，労働運動の改良主義的勢力がたとえ進歩的な措置を作成したとしても，それは決してそれ
らが実現されることを意味しないということを，再度，物語っている。労働組合の中央組織は
低いレベルの「参加」を支持しているが，プロレタリアートの(ほんとうの解放ではなく)心
理的解放を主張しているのであり，それによってプロレタリアートの革命的潜在力の低下を促
進している。結局，同盟は生産手段の所有の労働者階級の手中への移行という考え方を批判し，
「社会的に公平な社会」を「労使の利害の調和」の達成として思い描こうとしているのだ。従
って， (労働組合の中央組織が提示している) f参加」推進計画は，たとえ一連の(形式的には)
(88) r同盟J. 1977年. No. 1 (222). 62~65ページ。
(89) 向上. 65ページ。
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進歩的制度を内包しているとしても，実際には経済闘争戦線の拡大ではないのである。かくし
て，そのような計画は，結局，プロレタリアートの政治闘争の発達に反対し，経済闘争のヨリ
「おとなしい」路線への転換をめざしている。
現代総合研究集団も社会改良型「経営参加」の理論化に大きな貢献をおこなった。これは1970
年の初めに組織された社会的組織であり， (協調主義に立つ)多数の学者や組合活動家が参加し
ている。特に，指導部に，中立労連の竪山議長，東海大学総長松前三部，東大名誉教授茅誠司，
が名を連ねている。現代総研は， 1976年に，報告書『労働者参加の実現のために』を公刊した。
報告書の執筆者たちは， (日本経済が直面する)主要な課題として，「経営者や官僚の指導層
を中心とする『テクノクラット主導型』の体制を改め，国民のいろいろな階層，いろいろな側
面を代表する人々が経済のいろいろな段階の管理に直接に参加できるようにすること」を考え
ている例)。この「参加」は，彼らの見解に従えば， 3 つのレベル(すなわち，「職場参加j. '経
営参加j ， '政策参加j) において実現されなければならない。
第 1 の(低い)レベルの「参加」は，報告書で主張されているように，「労働の人間化と企業
の民主化のための最も基礎的な方法である。」これと関連して，小集団活動，職場集会，工場レ
ベルの労使協議制，といった一連の具体的な「参加」方式が，提案されている。しかし，これ
らの制度は，現代総研のメンバーが主張しているように，経営側によって，利潤の増大のため
に(すなわち，労働者階級の利益に反する形で)利用されることが多い。このような可能性を
克服するためには，彼らの見解では，「参加」が労使「対等」型でおこなわなければならない。
そして報告書によれば，労使同数の代表を(職区，職場，事務所の重要な問題を決定する)機
関へ参加させることが，この「対等」の基礎とならなければならないのだ則。
報告書では，会社のトップマネジメントにかかわる「参加」にも多大な注目が払われている。
(上述した)社会改良主義者の立場とは異なり，現代総研は会社レベルの労使協議制の推進を
主張していないしそれを「経営参加」の主要な形態としてもみなしていない。このレベルの労
働者代表制の基本的方向として，報告書では，「所有参加j (すなわち，ある会社の株式をその
従業員が所有すること)にもとづく株主総会への「参加j，取締役会や監査役会への対等参加，
があげられている。重役会を監督機関と執行機関へと分けて(西ドイツのように) 2 階層にし，
監督機関(すなわち，監査役会)に従業員代表を対等に(， 5 分 5 分にj) 参加させること，が
勧告されている。
また公企業部門における労働者「参加」の推進にも多大な注意が払われている。彼らの見解
に従えば，これは，この部門の経理や取引関係の公開化の促進，経営委員会や監査委員会への
従業員代表や利用者代表の参加の促進，によっておこなわなければならない。それとともに，
このような「参加」の実現をめざす闘争が労働組合のストライキ権の回復をめざす闘争と結び
(90) w経営参加の論理と展望~， 318ページ。
(91) 同上， 320ページ。
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っかねばならない，と強調されている。
これらレベルの「参加」の導入と推進の必要不可欠な条件として，現代総研のメンバーによ
って，「政策参加」の実現が考えられている。彼らの計画に従えば，「議会制の補完と官僚主義
の克服」がその目的である。彼らは，このレベルの「参加」の具体的形態として，各種委員会
の機能を拡大し，決定権を与え，様々な層の住民代表を参加させること，を提案している。さ
らに，報告書では，労働者代表を公正取引委員会や日銀の政策委員会に参加させなければなら
ない，とも強調されている。 (92)
報告書の執筆者たちは(彼らが提起した)すべての制度を法制化すべきだと執助に強調し，
法制化されなければ，それらの機関は「福祉国家」を保障するために機能できず，資本によっ
てその階級的利益のために利用されるであろう，と主張している。
かくして，現代総研は(日本の経済管理システムの改善をめざした)非常に幅広い方策を提
案している。それは西ドイツ型経営参加(対等「参加J) とスカンジナビア型経営参加(所有参
加)の合金である。この方策は(賃労働の搾取にもとづく)資本主義社会の革命的変革ではな
く， (政治的階級闘争を完全に否定するなかで，労働力商品の販売条件をプロレタリアートに有
利なようにすることをめざして)その社会を協調主義的に改革することを予定している。従っ
て，現代総研の計画は，資本主義社会の基本階級聞の矛盾の敵対的性格を(あらたにっくりだ
される価値をヨリ「公平に」分配することによって)緩和する試み，に他ならない。しかし，
その主要な目的とは(資本主義の枠内におけるプロレタリアートの状態の改善というよりむし
ろ)そのような方途によって資本主義を破滅から救うことなのだ。かくして， (経営側と賃労働
者の「相互尊敬と信頼」にもとづく)現代総研の「参加」モデルは資本主義的くびきシステム
を永続化することに帰着する。だが同時に，国民経済の発達を規制する機関への労働者代表の
対等「参加」についての現代総研のテーゼは注目に値するものである。
「経営参加」要求は(日本社会党から分かれた右派改良主義者江田三郎を代表として1978年
に結成された)社会民主連合の基本方針や綱領の 1 つでもある。(かつて日本社会党の指導者の
一人であった著名な政治家である)江田三郎は「新しい日本を考える会」のメーパーでもある。
(彼の指導のもとで作成された)報告書『明日の日本のために。市民社会主義の道』は社会民
主連合結成の理論的根拠となりまたその後の活動の基礎ともなった。
報告書は現代資本主義社会への激しい非難からはじまっている。資本主義社会は民主主義を
否定している，と。それとともに，報告書の執筆者たちは，マルクス・レーニン主義の考え方
の実現が「官僚的社会主義」をもたらすがために，マルクス・レーニン主義と縁を切った，と
言明している。(だが，彼らたちは決して首尾一貫したマルクス主義者でなかったのであり，マ
ルクス主義的専門用語で身をおおっていたにすぎないのだ。)彼らは，日本に「市民民主主義」
(92) w経営参考の論理と展望~， 319~321ページ。
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社会をつくりあげることが労働運動の焦眉の課題である，と考えている。そのような社会と(あ
たかも社会主義諸国一一ただしユーゴは除外されているーーに存在しているとされるv官僚的
社会主義」との基本的相違が，彼らの見解によれば，経済と社会生活の管理への幅広い勤労者
大衆の参加なのである。
経済の民主化とは，報告書でも定義されているように，現代の経済の計画的調整への住民の
参加と市民社会におげる人民の自主管理の拡大である。現実の社会主義の実践に対する(上述
の報告書の執筆者の)偏向した評価を無視するならば，上述の諸要素が(報告書で述べられて
いるようにユーゴだげではなく)すべての社会主義諸国の経済管理システムに固有な構成部分
として存在していること，しかもそれらが改善され深化される傾向を有していること，を指摘
することはそれほど困難なことではない。この明白な例がソ連邦で(全人民的審議の後)経済
管理における労働集団の役割の拡大に関する法律が採択されたことである。「市民社会主義」と
科学的〔社会主義〕との実際の相違は，基本的生産手段の所有の労働者階級(やプロレタリア
国家)の手中への移行の必然性が否定されていることにある。「生産を固有化すべきではない。
現代の企業において所有と経営を分離することが経営参加実現の重要な前提である J，と報告書
では主張されている(93)。この主張では，一面で，独占資本主義のもとでの所有資本と機能資本
の分離という事実が間違って解釈され，他面で，資本主義社会のもとでの経営は(たとえばし
ばしば生産手段の所有主自身によっておこなわれていないとしてい本質的には幅広い労働者
大衆を搾取することによって利潤や超過利潤を獲得することをめざした資本主義的経営である
ことが理解されていない。この経営は決して超階級的なものではないのだ。なぜならば， トッ
プマネージャーはまぎれもなく資本家階級の一部分であり，社会的生産において資本家として
機能し，剰余価値の配分に参加するからである。
「市民社会主義」の最も重要な要素の 1 つは，報告書で宣言されているように，「参加民主主
義」である。その報告書の執筆者たちの主張に従えば，それは，中央や地方の行政に参加し，
秘密主義・官僚主義・不公平をなくし，テクノクラシー支配を克服することであり，消費者・
住民・労働者を経済管理に参加させ，産業部門の発達や金業管理に民主主義と統制をもたらす
ことである伽}。
「経営参加」推進の具体的方向として，報告書では，幅広い住民層の代表の(行政機能を有
する)政府協議機関の活動への参加がとりあげられている。また， (工場や)企業レベルの労使
協議制の推進の必要性が(その推進の具体的方途は示されていないが)承認されている。報告
書は，これらの方策の実現が今日の課題である，と考えている。そして将来的には西ドイツ型
の「共同参加」を実現することが望ましいとされている。報告書では，「労使協力」の立場から
(93) 江田三郎『新しい政治をめざしてJ}. 1977年. 182ページ。
(94) 同上. 192ページ。
(95) 向上. 201~202ページ。
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「参加」制度を推進すべきである，と再々強調されている。
報告書の執筆者たちは，このような(私的所有と極めてあいまいな「参加」にもとづく)社
会構造を，「自由，公平そして参加にもとづく，社会主義」と名付けているのだ。資本主義と社
会主義の(生産手段の所有形態に存在する)根本的相違を否定して，彼らは，市民社会主義の
社会とは改良され改革された資本主義として宣言できる，と言明している{問。このような主張
は「市民社会主義」論者の真の立場と真の利益をこのうえなく鮮明に示している。私的所有制
度，搾取，大資本の支配，の存続が，それである。(彼らが提示している)非現実的な「経営参
加」は，本質的には，資本主義の「つっかい棒」としてみなされるべきであろう。報告書では，
企業管理や全体としての経済管理に対する労働者階級やその組織の現実的な影響方式について
なにも触れられていない。「市民社会主義」はもう 1 つの科学的共産主義ではなく，反科学的な
(í労使の利害の統一」にもとづく)新しい受動的な空想主義的タイプの社会なのである。
(日本の改良主義者が提起した)妥協主義的なプログラムの分析によって次のような結論が
でてくる。彼らは，時々， (資本主義経済管理への労働者階級の影響力の拡大をめざした)かな
りラジカルな措置システムを提起できる，と。特に，これは現代総研の報告書に見出せる。彼
らの「参加」計画は(搾取システム自体を守り維持しながらも)現代の資本主義のもとでの労
働者の状態を若干改善しようとする試みである。だがそれとともに，これらの計画には(たと
え経済分野においても)一定の根拠が欠けていることを指摘しなければならない。なぜならば，
改良主義者たちは，その「労使協力の立場」のゆえに， (彼らが提起した) í参加」制度におい
ても，労働者のために行動できないからである。政治の分野では，これはプロレタリアートの
根本的利益の裏切りにつながるであろう。
第 4 節 労働者階級の政党や進歩的労働組合の「参加」問題に関する立場
労働者の経営参加問題は日本の民主勢力からも非常に注目されている。彼らの「参加」問題
に対する立場を評価する場合には， (最近この国の民主主義陣営に生じた)不幸な状況を考膚す
ることが必要である。労働者階級の 2 つの政党(すなわち，日本共産党と日本社会党)の問に，
内政および外政の諸問題に関してかなりの見解の相違が存在しているのだ。これが，彼らが共
闘プログラムを作成すること，を妨げている。
日本の左派労働組合運動は今日あきらかに危機におちいっている。労働組合の闘争戦線は 2
つの部分(すなわち，総評に指導された進歩的組合と同盟に指導された改良主義的組合)に分
裂している。 70年代後半から80年代初めにかけて，日本の労働組合運動の発達に新しい否定的
な傾向があらわれた。 1982年後半には，同盟と総評の若干の協調主義的指導者によって，新し
いナショナル・センター(=全民労協)が結成された。これは，その結成当初から，反共宣伝
を幅広く展開した。この(日本の労働者の真の利益に対立する)全民労協の方針は，日本共産
党，日本社会党の左派，そして総評に加盟する一連の労働組合から，激しく攻撃された。
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かくして，日本の労働者階級は，政治的にも，イデオロギー的にも，組織的にも，分裂した。
そしてこれが独占体の攻撃に対するプロレタリアートの闘争に否定的な影響を与えている。日
本の労働者階級が相対的に弱いことが，進歩的組織のなかに，しばしば，本来の力への不信，
国民経済管理への労働者大衆の影響力強化の可能性に対する慎重な態度，を生みだしている。
フ、ルジョアジーや社会改良主義者たちが労働者の経営「参加」に関してそれぞれの思惑を秘
めていることや私的資本がこの領域において積極的であることが労働者階級の真の代表たちの
「参加」問題に対する態度を益々慎重なものとしており，これによって事態は混迷の度を強め
ている。労働者階級の真の代表者たちはこのような趨勢を生みだした一連の事情を次のように
指摘している。
彼らは，なによりもまず，労組が「企業別組合」原則で組織されている条件下では，団体交
渉と(日本的土壌のもとで支配的な「参加」形態である)労使協議制の間に境界線を号|くこと
は極めて困難で、あるとの事実，を指摘する。自発的な(法制化されていなし亙)協議への傾斜は，
彼らの見解に従えば，不可避的に(法律で認められている)団体交渉制度の弱体化をもたらす
のだ。日本の労働組合には「参加」経験があまりないために，マネジメントに「内部から」効
果的に影響を与えるための条件が十分に存在していなし、という事実，が強調されている。
進歩的な政党や労働組合の， (しばしば自己の利益を「我」社の利益や例の「経営参加」形態
の採用と結びつけている)従業員は結局は改良主義的なそしてプチブル的な立場にたつのでは
ないか，との危慎は，十分理に適っている。今日の日本企業で適用されている「参加」制度が
生産効率を高め利潤を増大させている，すなわち，単にプロレタリアートの状態の相対的悪化
を促進しているだけではなく，労働紛争が発生した場合に経営者の立場を強化している，とい
う状況が，彼らを警戒させているのだ。これはまた反労働者攻策の強化につながっている (9九
最後に，彼らは，現行の法律が(労働者の利益のためになる) ，参加」機関の設置とその効果的
利用を少なからず妨げている，と多少の根拠をもって考えている。
これらの状況がこの国の進歩的勢力の「経営参加」問題における立場を決定している。いま
までの行論からもわかるように，彼らは， (，参加」の実現が「社会的公平の時代」を意味する
であろう，と多大な期待をかけている，否むしろそのような状態を描こうとしている)社会改
良主義者やブルジョア研究者たちのように，「参加」を神聖視していない。
しかし，日本共産党や日本社会党そして総評が決して「参加」一般を否定していないことを
強調しておく必要がある。彼らは(階級闘争の縮小をめざし，労働者の民主的業績への攻撃で
ある) ，参加」形態だけを否定しているのである。
「参加」問題において最も首尾一貫した立場をとっているのが日本共産党である。
日本の共産主義者たちは，「経営参加」問題に対して(特に，独占体の、活動への民主的な労働
(96) r経済学雑誌J ， 1976年， 74巻 4 号， 5~8 ページ。
(97) ~重要産業国営人民管理はやわかり~， 1948年， 3 ページ， 12ページ。
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者統制を規定しているアスペクトに対して)，真の階級的立場から，アプローチしている。彼ら
は，軍国主義国日本が第 2 次大戦で敗北した直後から，この国の社会生活の民主的改造をめざ
す労働者大衆の闘争を指導した。彼らは，重要な産業部門の人民管理や私的企業の労働者統制
の必要性，をも提起した(97)。そして日本の労働者は，日本共産党の指導のもとで，この方向に
おいてかなりの成功をおさめることができた。しかし(早くも) 1946年には，右派労働組合指
導部が協調主義的方針をとりアメリカ進駐軍が支配者階級を援助したために，この領域におけ
る民主勢力の業績は破壊されてしまった。
日本の共産主義者たちは，つねに，経営管理領域の労働者の権利の拡大をめざす闘争を，こ
の国の民主的改革をめざす闘争の重要な要素として，みなしてきたし現在でもみなしている。
特に (1970年代はじめに日本共産党が提起した)左翼勢力の民主連合政府綱領提案では，独占
資本の活動に対する有効な統制の確立に多大な注意が払われている。この (1973年の 7 月党大
会で確認された)重要な資料では，巨大会社に対する民主的規制を欠くならば，連合政府は進
歩的な経済政策を効果的に実施できないであろう，と主張されていた。これと関連して，この
ような規制は上から(すなわち，民主勢力が多数の議席を占める国会や政府機関の側から)だ
けでなく下からも(すなわち，企業レベルの労働者自身によっても)おこなわれなければなら
ない，と強調されている。と同時に，生産上の問題と人事問題の解決において労働組合の機能
を本質的に拡大させることが計画されている。そしてまた地方自治体の経済的および社会的措
置への地方住民のヨリ幅広い参加の必要性にも多大な注意が払われている(刷。
このことは (1976年に日本共産党第13回大会で採択された) IJ 自由と民主主義の宣言』におい
てヨリ一層発展させられた。この宣言では，資本主義のもとでも「経済民主主義」を実現する
ことが必要である，と強調されている。これと関連して，日本の共産主義者の(上述の)要求
が(北欧諸国の社会改良主義政党や労働組合によって兵器として採用された)スローガンとは，
名称の点で，類似しているにすぎない，ということを指摘しておくことが重要である。北欧諸
国にとっては，その要求は空想的な「民主社会主義」を自国にて建設するためのプログラムの
要素である。このような改良主義的計画とは異なり，日本共産党は，労働者の利益に依拠して，
経済領域の民主的改造をおこなう(しかも，戦略的目的，すなわち，社会主義革命の実現と共
産主義社会の建設，を忘れずに)ことを提起している。
日本の共産主義者は，この国の経済生活の民主化をめざした具体的方策として， (企業管理プ
ロセスと生産物価格設定にヨリ効果的に影響を及ぽすために)団体交渉領域において労働組合
の権利をかなり拡大することを考えている。さらには，労働者・農民・消費者組合の代表を公
正取引委員会や(経済政策の作成にかかわる)すべての政府協議機関に参加させ， (幅広い大衆
がそれらの機関でおこなわれていることに通暁するように)それらの活動を民主化すべきであ
(98) Main Documents of the Twelfth Congress of the Communist Party of ]apan, 1974, pp. 390~393. 
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る，と勧告されている。『宣言』によれば，会社，産業部門そして経済全体のレベルで「労働者
権利阻害防止委員会」を(そこに労働者代表を参加させて)設立することが必要である。また，
企業に「労働委員会」を設置し，その同意がなければ経営側は人員を解雇できないようにする
ことが提案されている。これらの機関の活動の必要不可欠な条件として，それらの活動をマス
コミを利用して幅広く知らしめること，が，『宣言』では，強調されている。日本の共産主義者
はにのような提案をすると同時に)，労働者階級が企業家の経営政策に影響を与える伝統的な
形態(すなわち，ストライキや「春闘」など)を発達させることが必要である，とも述べてい
る。これと関連して，特に，公共部門労働者のストライキ権を回復しなければならないことが
強調され， (経営者がかなりのストライキを「違憲」とみなす根拠となっている)反労働者的な
法律を改正しなければならない，と主張されている (99)。
労働者の経営「参加」問題は (1977年に公表された)日本経済の再建と危機脱出に関する日
本共産党の提案においても重要な位置を占めている。この(独占体の経済支配に対する民主主
義的な代替案でもある)重要な資料(すなわち，『日本経済への提言。危機に挑戦する再建計画.lI)
では，巨大資本に対する民主的統制の確立という考え方が具体化されている。日本の共産主義
者たちは，この実現の条件として，労働協約の内容の拡充と深化， (労資の「協調」を要求する
のではなく)下からのイニシアティプにもとづく経営参加運動の推進，を考えている(100)。これ
と関連して，経理帳簿を公開して会社の財務活動を幅広く公開することが提起されている。そ
して最後に，この資料でも強調されているように，現在では(独占体の利益の防衛者としての
立場にある)日本の支配勢力はこの国の経済を管理する能力を失いつつあり， (労働力人口の65
%を占める)労働者階級が経済の管理能力を発揮するための準備をはじめることは歴史的にも
避けられなくなっている仰九
日本共産党の(左翼勢力連合がこの国で政治権力を獲得した後の)経済に対する民主的規制
の実現計画とはこのようなものである。今日でも，日本の共産主義者たちは(労資「協調」と
いう考え方を決定的に排斥し，団体交渉制度を改善することによって)労働者階級の経営意思
決定プロセスへの影響力を拡大しようと闘っている。彼らは，労働組合は，すべてのレベル(す
なわち，工場，会社，産業部門，国民経済)において，経営者・独占体の指導部・政府との交
渉を通して労働者の利益を首尾一貫して守り，民主的改造をめざす闘争を続けなければならな
い，と強調している。
かくして，日本共産党は(保守勢力の主張にもかかわらず)経営管理領域における労働者の
権利の拡大という考え方を決して拒否していない。それとは逆に，日本共産党はこの国の経済
および社会生活の民主化をめざした(結局は，社会主義の建設をめざした)建設的なプログラ
(9) l'自由，民主主義と日本共産党J ， 1976年， 39~42ページ， 44~49ページ， 129ページ。
(100) r日本経済への提言。危機に挑戦する再建計画~， 1977年， 81ページ。
(101) 向上， 81ページ。
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ムを提起しているのである。と同時に，共産主義者は労働者代表をなんらかの経営機関に形式
的に参加させることを主張するのではなく， (労働者階級の権利の実際の拡大とその状態の改善
をめざした)総合的な具体的方策を提起している。
現場レベルの「参加」に関して云えば，上の行論で述べたように，それは資本主義的な生産
「合理化」の 1 つの手段である。日本共産党中央委員会 6 回総会 (1968年)の決議で強調され
たように，「合理イじ」反対闘争は(日本の労働者階級が資本主義の支配下にあるかぎり)たえる
ことのない長期的な闘争であり…，独占資本は ZD運動やQCサークルで労働者をだまし，ヨ
リ洗練化された人事管理方式を利用し，労働強化をはかつてきた……(1問。そしてこのような状
況は，雇用問題が深刻化し(生きた労働に取って替り労働者の精神的エネルギーの搾取を強化
する) ME機器が幅広く導入され，資本主義的「合理化」反対闘争が日本のプロレタリアート
の経済闘争の最も重要な方向の 1 つとなっている，今日，益々その激しさを加えているのだ。
それとともに，日本の共産主義者たちは現代の条件下における「経営参加」をめざす闘争の
重要性を若干過少評価している，と指摘せざるをえない。彼らは，日本共産党を含む(社会主
義社会の建設をめざす)左翼連合が総選挙で勝利をおさめプロレタリアートが政治権力を(完
全にあるいは部分的に)獲得した後の，経営「参加」制度の推進に，正しくも，多大な注目を
払っている。しかし，事実は，すでに今日，独占ブルジョアジーが政治的に支配しているなか
で，「参加」問題において幅広い反独占闘争戦線を展開させる一定の前提がっくりだされている
こと，を証明している。労働者の経営「参加」をめざす運動をヨリ詳細に全面的にアプローチ
し西ヨーロッパ諸国企業の(この問題に対する)立場を研究するならば，すでに今日，日本共
産党に，建設的なマルクス主義的「参加」概念を構築しそのような「参加」の具体化をめざす
闘争を組織するという課題が提起されていること，は明白である。
日本社会党も「参加」問題に非常に注目している。しかし，この党が左派社会主義勢力と中
道勢力の寄りあいであるために，この問題の研究は重大な困難に直面している。
1977年に，日本社会党のイニシアティフ、で， (日本社会党・総評・中立労連の指導者，左派社
会主義的立場や中道的立場にたつ社会活動家や学者，がメンバーとなった)労働者自主管理研
究会議，が設立された。この研究会議は多数の調査研究を準備し，その命題や結論の大部分が
日本社会党のプログラム資料『日本経済の改造計画。経済の民主化と社会化をめざして。中期
経済改革』の基礎となった。
研究会議の活動そして上述の資料の準備において積極的な役割を果たしていたのが(いわゆ
る「自主管理社会主義」の著名な理論家の一人であり日本社会党において中道的な立場を占め
ている)大内力であった。彼の考え方に従えば，労働者の利益のために生産手段を統制するこ
とは，労働者階級の手中にその所有権を移さなくとも，可能である。大内力教授は，特に，労
(102) í赤旗J ， 1968年， 3 月 6 日。
(103) í社会通信J ， 1978年， Nu40, 3 ページ。
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働者が生産統制や「経営参加」を強めていくにつれて，私的所有権は「永遠の眠りにつく J，と
主張している。「経営参加」が「自主管理社会主義」の実現と結びつけられ，「平和革命の具体
的な途」として宣言されている。彼は今日の段階でも「参加」を推進する必要があると強調し
ているが，それがいかなる形態をとるべきかについては明確な回答を与えていない。日本社会
党の左派の代表者たちはこの(あいまいな)観点を批判して，「自主管理論」は「不可能なこと
を可能にする」という目的を提起している，とコメントしている(103)。
1979年に，第43固定期大会が日本社会党の「中期経済改策」を確認した。この資料では，日
本経済の民主的改造と巨大資本の反社会的活動の阻止という課題が提起されている。その執筆
者たちの見解に従えば，労働人民の経営管理への「参加」の拡大，資本主義的市場メカニズム
への社会的統制の強化，社会生活の様々な領域の民主化，が「社会的に公平な社会」への移行
の重要な条件である。資料で強調されているように，たとえ上述の措置が現代の日本社会の社
会主義的構成体への自動的な改造へとつながらないとしても，それらは社会主義建設へと「労
働者が主体的に準備すること」なのである (104)。
日本社会党の「中期経済政策」は日本の主要な経済部門の国有化を予定していない。その代
りにいわゆる「社会化」の実現が提案されているが，その理論は極めて抽象的でありあいまい
である。「社会化」を(ヨリ明確に解釈された) r経営参加」によって補強することが計画され
ている。それは次の 4 つのレベルで考えられている。国家的行政レベル(労働者を省庁附属の
協議機関に参加させ，彼らの意見を考慮して法案を審議すること)，地方自治体レベル(労働者
代表をそれぞれの地方の雇用拡大・都市や地域の発達・居住環境破壊の予防問題の解決に参加
させること)，産業部門レベル(労働組合を産業部門構造や投資の性格にかかわる問題の解決へ
参加させること，労働者代表を保健システムの改善に参加させること，中小企業の、活動をピッ
クビジネスの侵略から守ること)，個々の企業レベル(民間および公共部門において経営を民主
化すること，そこに労働者代表を参加させること)川九
しかし，これらの提案に依拠したとしても，そのような「参加」が，『中期経済政策』が考え
ているように， (労働者の利益を守るように)極めて有効に働く，とは期待できない。このよう
な「経営参加」論は本質的には (50年代から60年代にかけて唱道され，グラムシの「構造改革」
となんら共通なものをもたなかった) r構造改革論」を復活させたものであり， (r社会主義への
漸進的な移行」という考え方を主張する)右派が党内で大きな影響力をもっていることの結果
である。真の民主的な左翼連合政権一一このような政権の必要性が上述の資料でも宣言されて
いるのだがーーのもとでは， (日本社会党が提起しているものよりも)ヨリ一層民主的な改造が
可能である。(特に，上の行論で考察した)日本共産党の経済改造提案がこのことを証明してい
る。
(104) r日本経済の改造計画。経済の民主化と社会化をめざして。中期経済政策~， 1979年， 9~12ページ。
(105) 向上， 11ページ。
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(日本社会党の資料で公式化された) r参加」アプローチは党の左派勢力から激しく非難され
た。彼らは，経営問題の解決に対する労働者階級の影響力の拡大をめざす闘争の重要性を原則
として否定するのではなく，「経営参加」の(その実現の客観的基盤だけでなく主観的な具体的
歴史的条件を考膚、していなし))極めて抽象的な解決，に反対している。彼らは，このような(共
産主義者をメンバーとした連合政権という考え方から切り離された) r参加」問題の解決は反動
的な役割を果たすことになる，と指摘している。「日本社会党は，これによって，労働大衆の信
頼を失ってしまうのではないか? J，と日本社会党の左派勢力は正当な問題提起をおこなってい
る (106)。
総評においても，「経営参加」問題をめぐって幅広い議論が展開された。この中央組織は(ブ
ルジョア的なそして社会改良主義的な「参加」を通して) r労使の〔利害〕の一致」を普及させ
ようとする試みに対して非常に慎重で、ある。総評の研究者の一人の山田陽ーの見解に従えば，
(今日日本では「経営参加」実施の必要性という口実のもとで)労使協議制の団体交渉に対す
る優位が説かれているが，実際には，団体交渉機能を制限するという目的が提起されているの
である(10九まさにそれがために， (団体交渉を，「労使協力」を普及させるという目的をもっぱ
ら追求してきた「参加」制度の 1 つとしてではなく，経営者に影響を及ぼす特別な方式として，
みなしてきた)総評は， 70年代後半まで，単に「参加」スローガンに否定的な態度をとってき
ただけではなしこの問題についていかなる理論的研究もおこなわなかった。総評中央本部の
発表によれば，日本的な「経営参加」論を展開することは極めて危険である。総評の指導部は，
労働組合が「企業別組合」原則で組織されている日本では，従業員は強い愛社心をもち， (それ
がために)労働運動が停滞している，と説明している(川)。総評が，有効な「参加」実施の重要
な前提として，なによりもまず(強力な中央集中的な労働組合運動のもとで)労働組合を強化
しなければならないことをあげているのは，まさにこのためなのである。
(総評に加盟している)個々の労働組合の間では，「経営参加」問題をめぐってかなりの見解
の相違が存在している。例えば，鉄鋼労連は「参加」問題を無視してはならないと主張してい
るが，全国金属は，現在の日本の現状では，「経営参加」は無意味で、ある，と考えている(1附。総
評系労働組合の約40%が「参加」に積極的な態度をとっている。このためにまた中央組織の指
導部が (r経営参加」を積極的に支持している)同盟との協力方針をあらたに採ったために，こ
の問題は (1979年に開催された)第59回総評大会で審議された。大会代表者たちは(この国の
社会経済的問題を改良主義路線で解決しようとする)若干の総評指導部に決定的な反撃を加え
た。彼らは，「経営参加」概念のあいまいな解釈は許されないこと，工場・企業・経済管理領域
(106) I社会通信j ， 1978年， No.40, 9 ページ。
(107) Iエコノミスト j ， 1976年， 54巻， 22号， 18ページ。
(108) Iダイヤモンド j ， 1976年， 64巻29号， 50ページ参照。
(109) 同上。
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における労働組合の権利拡大をめざす闘争をこの国の社会経済的および政治的発達をめざす闘
争と結びつけなければならないこと，を指摘した。大会ははじめて，具体的な「参加」制度と
して，職場・工場・会社・部門レベルの団体交渉の推進，政府との交渉，をとりあげた。これ
らの制度は単に横に広くだけではなく奥深く推進されなければならないこと，すなわち， (賃金
額，労働時間の長さ，休日，有給休暇などの)伝統的な労働条件問題だけでなく， (生産計画，
価格設定，新技術の導入，教育訓練などの)直接の生産上の諸問題にもたずさわらなければな
らないこと，が決議された。と同時に，大会は(西ヨーロッパ諸国の経験を考慮して) r参加」
問題をヨリ深く研究しなければならないとの決議を採択した(11ヘ
かくして，総評は (80年代初めまでに) r経営参加」問題における誤った立場を克服したので
あり，総評指導部の 1 人は，かなり鮮明に，我々が賃上げについて考えている聞は，我々には
経営参加について思いめぐらす時間はなしい瓦、，と表明している6(11口1九そして現在では，中央組織
は， (国家の経済政策や経営者の経営政策にそれなりの影響を及ぼすことがなければ)賃上げや
雇用の安定そして拡大をめざして効果的に闘うことはできない，と考えている。これと関連し
て，総評は経営構造への影響力拡大の必要性を(これまでも)否定してきたのではなく， (r経
営参加」を，団体交渉を犠牲にした労使協議制の推進として，理解する)ブルジョア的そして
社会改良主義的な「経営参加」定義のみ，を否定してきた，と指摘しなければならないであろ
う。中央組織の今日の見解に従えば， (改革された拡大された深化された)団体交渉が経営管理
領域において労働者の権利を拡大する効果的な手段なのである。しかし，総評は，今日に至る
まで，「経営参加」推進の詳細なプログラムを作成していない。総評は，この問題に関して， (伝
統的に支持してきた)日本社会党と連帯し，左翼勢力が総選挙で勝利をおさめ連合政権を樹立
した場合に， (Ii中期経済政策』で提起された)社会主義者の民主的改造を支持する，と表明し
ているにすぎない。
それとともに，総評の一部には「参加」を改良主義的に解釈しようとする試みもみられる。
(同盟と反共プロックを形成する)中道志向の総評指導者たちは「経営参加」という考え方を
「ノfイの理論」の宣伝のために利用している。彼らは，この場合，この国の左派勢力は経済に
対する民主的統制というかなり建設的なプログラムを提起したが，「経営参加」には事実上言及
していない，と言いはっている。彼らは(同盟が経営における労働者の権利の拡大という考え
方を喜んで受入れている，と指摘することによって)不安定な立場の労働組合の活動家や一般
組合員を自己の陣営へ引き入れ， (それを基礎にして)協調主義的戦線を形成しているのだ。そ
れ故に，総評の左派陣営の最も重要な課題の 1 つは(階級原則にもとづく)労働者参加の研究
と実施であり， (同盟の立場から) r参加」を解決しようとする右派陣営の試みの粉砕である。
かくして，日本の進歩的勢力は企業管理や経済管理に影響を及ぼす領域の拡大をめざす労働
(110) r総評J ， 1979年， No.9 , 53~57ページ。
(111) rダイヤモンド J ， 1976年， 64巻29号， 49ページ。
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者階級の闘争の重要性を決して否定していない。反対に，彼らは社会生活の真の民主化『プロ
グラム』を作成し提示している。これは支配者階級やその支持者から激しい反対をうけている。
なぜならば，支配者階級は，「経営参加」への階級的アプローチと社会改良主義的アプローチの
根本的相違は，前者の代表が，「参加」制度を，資本主義の現実のもとでプロレタリアートや幅
広い労働者大衆の状態を若干なりとも改善することを可能とする要因としてだけではなく，資
本主義の破滅をまねき社会主義革命実行の条件となるテコとしても，みなしている，点に存在
する，と考えているからである。換言すれば，資本主義のもとでの「経営参加」は(資本主義
の否定ともうひとつの民主主義への移行をめざした)社会経済的諸関係の民主化の手段となり，
条件がととのえば，資本主義の活動に対する労働者統制というレーニン原則の具体化の道具と
もなりうるのである。
資本主義経営への労働者の(真の)階級的参加をめざす労働者の積極的な首尾一貫した闘争
とは，それ故に，プロレタリアートの階級闘争戦線の縮小ではなく拡大を意味するのであり，
その新しい形態なのである。ここから，生産の民主的統制に関する(日本の進歩的勢力の)首
尾一貫した立場は，不可避的に， (独占資本の政治的支配という枠内での) ，参加」をめざす真
の階級闘争に補足されなければならないということになる。しかし今日，上の行論で指摘して
きた原因によって， (この運動の輝しい未来を信じず，それをもっぱら搾取階級の社会的操作の
産物としてのみみなしている)日本共産党，日本社会党そして総評の若干の指導者やそのメン
ノてーの間には，このような「参加」に対する極めて警戒的な控えめな(そして時々は)否定的
な態度，がみられる。
これは十分納得のし瓦く事柄である。今日の日本では，すでに指摘したごとく，独占ブ持ルジョ
アジーが，主として，「経営参加」運動を牛耳っている。この運動を幅広い労働者の利益に適う
ように指導すること一一一これが，今日，進歩的な労働組合や政党に提起されている課題であ
る。共産主義者平野浩一はつぎのように述べている。労働運動は， (，経営参加」という形態の)
独占資本の攻撃を撃退するように，団結しなければならないのであり，独占体への返答として，
真の経済民主主義をめざす運動を展開しなければならない(112)，と。この背後には，なによりも
まず，日本の企業に(経営側のために機能し，次第に労働者から信用されなくなってきた) ，参
加」機関が多数みられるという事実が存在している。だが同時に，「経営参加」という考え方自
体が労働者のなかに幅広く利用されていることにも注目しなければならない。労働省が実施し
た調査結果によれば， 90%の労働者が経営方針や企業の状態を知りたがっているし， 88%が，
従業員の意見を経営方針に反映すべきである，と考えている(113)。日本の労働者の気運を十分に
考慮しなければ，進歩的政党の人気は低下し，労働者階級の組織率は悪化するのである。従っ
て逆に，この運動に積極的に首尾一貫して参加するならば，単にプロレタリアートの階級的利
(112) í前衛J ， 1976年， No. 3 (393) , 162ページ。
(113) í労働統計調査月報J ， 1978年， 30巻 6 号 (353) ， 21ページ。
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益に奉仕することになるだけでなく，左翼勢力の威信の向上にもつながるのだ。
この運動のプロレタリアート的内容の強化は労働者階級の立場を著しく補強する。第 1 に，
これは支配階級と被搾取大衆の聞に敵対の激化をもたらす。なぜならば， (工場・企業・部門・
国民経済レベルの労働者代表機関は労働者の利益のために政策を実施しなければならない，と
主張する)労働者は，不可避的に， (経営領域において労働者の立場が強まることを望まない)
ブルジョアジーの激しい反対と衝突するからである。第 2 に，労働者が一定の管理機能を習得
するようになる。このことは，徐々に，彼らが会社の事柄に積極的に介入し自己の利益をヨリ
強く主張することを可能にする。そして，民主的政権が樹立した場合には，「参加」機関は民主
的機関へ(そして可能ならば)労働者統制機関へと比較的スムーズに転化するであろう。第 3
に，労働者は(会社の事情に通暁すれば)経営側の攻撃にヨリ組織的に反対し，会社に最も不
利な(従ってストライキ闘争の効果を最も高める)時期にストライキに訴える。そして第 4 に，
(ストライキ権を奪われている)公共部門の労働者も十分効果的な合法的方式によって自己の
利益を守ることができる。もちろん，これは，公共部門の労働組合がストライキ権奪還闘争を
今日縮小していることを意味していない。
これらのことに依拠して，日本の民主勢力は，「参加」枠内における労働者代表の活動の主要
な目的は(すべての従業員そして日本国民全体の「共存共栄」という立場からではなく，階級
闘争の立場から)労働者の利益をまもることでなければならない，と考えている。この闘争の
過程において，労働者階級は個々の企業家だけでなく搾取階級全体に反対して，「労資の利害の
一致」の存在を否定できるのだ。
真の「経営参加」制度は労働運動・労働組合運動・民主主義運動の枠を量的にも質的にも拡
大する。すでに指摘したごとく，日本の労働者階級の%はいまだ労働組合に組織されておらず，
このことが中小企業の比重の高さと著しく結びついている。これらの企業において(資本主義
的経営者の命令ではなく)労働者のイニシアティプのもとでまた共産主義者や社会主義者そし
て総評の支持のもとで「参加」機関を設置することは，階級意識の高揚をもたらし，未組織労
働者の連合の基礎となろう。(労働組合運動にその大多数が参加していなしJ) 婦人労働者も，こ
れを基礎として，階級闘争に積極的に立ちあがることができる。
日本の労働者階級の真の利益の最も先見の明のある代表たちは，「経営参加」闘争は(総選挙
で左翼勢力が勝利を獲得するのを待つのではなく)すでに今日の段階ではじめなければならな
い，という事実を，認識している。著名な労働運動理論家風間龍はこれに関して次のように述
べている。「労働者の経営参加問題は，日本の労働組合運動を袋小路からつれだすことを可能に
する要因として，みなされなければならない。ー…・積極的参加を若干の労働者代表の経営能力
のみに帰着させることは間違いである。労働組合運動全体を発展させることが重要なのであ
(114) Kanto Gakuin University Economic Rewiew, 1978, No.1 , p.49. 
(115) F経営参加論批判~， 1978年， 109ページ。
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る (114)0 J 換言すれば，彼は，「参加」を， (社会改良主義者がおこなっているように)プロレタリ
アートの政治・経済・イデオロギー闘争から切り離してではなく，それら闘争の重要な部分と
して，考察すべきである，とアピールしているのである。労働問題の進歩的な研究者熊沢誠も，
「経営参加」が(妥協ではなく)階級闘争の道具となるためには，なによりもまず総評型「参
加」概念(あるいはブルジョア型「参加」と対立する「参加」概念)を構築することが必要で
ある，と考えている (11九
日本の左派勢力は(客観的および主観的原因のゆえに)いまだにこのような概念を(たとえ
この方向で一定の試みが為されているとしても)提起するまでにはいたっていない。特に，共
産系の弁護士浜口武人は，これと関連して，対等な「経営参加」をめざすドイツ共産党の闘争
を深く研究すべきだ，と主張している。日本の労働者階級の最も先見の明ある代表は，単に「監
査役会に労働者側メンバーを半数までいれる」だけではなく(真の階級的立場にたって) í共同
決定」の確立と拡大のための闘争を強化することが必要でトある，と理解している (11的。例えば，
先述の風間龍も，特に，労使協議制を(この機関が会社の主要な経営機関となり，労働組合代
表が少なくとも 50%を占めるようになるまで)漸次的に推進していくこと，を主張している。
彼の見解に従えば，その時にはじめて，労働組合は経営責任の一部分を引きうけることができ
るのである。それまでは，労働組合代表は(いかなる責任も引きうけずに)経営構造に参加し
なければならないのだ(117)。
かくして，日本の労働者階級や労働者大衆の代表は，この国のすべての民主勢力をプロレタ
リアートの「経営」参加問題解決への階級的アプローチ作成という目的と結びつけることを要
求している。彼らは，労働者・労働組合・労働者階級の政党はいかにこの運動に参加すべきか，
フゃルジョアジーから主導権をいかに奪い取り「参加」機関を労働者の利益に適うように機能さ
せるか，という問題に対する回答，を要求している。これらの問題への回答を探究する場合，
日本の民主勢力は， (その回答をさがす途中で生じる)困難を忘れてはならないが，同時にそれ
を過大評価しでもならない，ということに依拠している。彼らは，「参加」それ自体が決して「社
会的に公平な社会」の出現をもたらすことはないこと， (政治闘争を欠く) í参加」は労働者階
級を改良主義的路線へとつれさることもあること，を理解している。結局，彼らは，「経営参加」
を，自己目的としてではなく，社会主義革命を実現し社会主義社会を建設するための条件を準
備する手段の 1 つとして，みなしている。
と同時に，その他の資本主義諸国の経験を学ぶ、ことによって，日本の民主主義勢力は (í参加」
問題に対して経営側への「圧力」という立場からアプローチし)今日の段階でも労働者の階級
的利益を守るという点でもかなりの成功をおさめている。特に， (í参加」運動がかなりの歴史
をもち，多数の共産党や労働者党が「参加」実現をめざす闘争に参加している)西ヨーロツノf
(116) I経済J ， 1976年， NO.8 (148) , 123ページ。
(117) Kanto Gakuin University Economic Rewiew, 1978, No.1 , PP. 51~52. 
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諸国の進歩的政党の経験を研究することによって，日本の左派勢力は「経営参加」に対して階
級的アプローチをとることができるようになったのであった。
上述の行論で述べてきたことはすべて，日本の支配者階級が企業経営や国民経済全体の管理
への労働者の真の効果的な参加を望んでいないしまた許さない， ということを証明している。
この国の経営者グループが(，経営参加」をめぐって)展開してきた宣伝は，本質的には， (日
本の経営参加は労使の協力である，と強調した)経団連の土光敏夫会長のスローガンに帰着す
るであろう (1問。このような参加は労働者の真の利益とはし功〉なる共通性ももたない。
ソビエトの研究者アー・イワノフは次のように述べる。「日本の経営者組織の「経営参加」問
題への見解と改良主義的政党や組合の指導者の「参加」概念を比較すると，彼らの(この問題
に対する)立場が，多くの点で，一致していることがわかる。…双方とも，『国民の合意』の形
成， (本質的には和解不可能な)ブルジョアジーとプロレタリアートの階級的対立の克服，とい
う考え方に，接近しつつある(11九 J (このような)立場の一致は，あきらかに，日本の社会改良
主義者の社会的傾向を物語っている。だがそれと同時に，「参加」という考え方自体が，極めて
進歩的なものとして，幅広い日本の労働者層のなかに，関心を呼びおこしている。それ故に，
その(，労使同権」という精神で解釈された)ブルジョア的な社会改良主義的な査曲は民主的な
労働運動(労働組合運動)にとって極めて危険なのである。
日本の進歩的勢力は(左翼勢力が総選挙で勝利を獲得した場合に可能となる)この国の経済
生活と社会生活の幅広い民主化プログラムを提起している。彼らは，自己の目的を，改良主義
的な「参加」計画を真の階級的立場から首尾一貫して暴露すること，そのような「参加」に対
して積極的に反対すること，に見出している。それと同時に，プロレタリアートの経済的およ
び政治的利益は，彼らに，今日の段階でも「参加」問題にヨリ注目することを要求している。
この国の労働者政党や進歩的組合には，現在，階級闘争にもとづいて「経営参加」し企業経
営や国民経済の調整への日本の労働者の影響力の増大をめざした闘争を組織するための積極的
なプログラムを作成するという課題が提起されているのである。(続)
(以上の翻訳については，鯛日ソ著作権センター，ソ連邦著作権協会を経て，原著者の許諾
を得ている。)
(118) í日本経済新聞J. 1976年. 2 月 19 日。
(119) アー・イワノフ，「労働者経営参加問題と日本の現実J. 129~130ページ。
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